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愛知県建設局・都市整備局の品質
確保に向けた取り組みについて

令和元年１０月１１日

愛知県建設局土木部建設企画課
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１．設計成果品の品質確保の取組について

１－１ 委託業務の入札契約制度
 愛知県建設部門では委託業務の入札において「指名競争入札」と

「プロポーザル方式」を適用している。

 構想力・応用力が特に求められる業務や技術的に高度な調査設計業
務については、業務内容に関する技術提案書を求めるプロポーザル
方式による設計業者の選定を行っている。

 プロポーザル方式とは、業務を実施する上での提案を技術提案書と
して求め、その技術提案書の内容が最も優れたものと契約するもの
である。その際、事業費は示すが、評価項目として見積額等を設定
しないこととする。



（本導入：H26年度から）
①「設計成果ミス事例集」の提供

②「会計検査指摘事例集」の提供

④発注者との合同現地調査

⑤発注者グループ班長の打合せ参加（中間確認時等）

（本導入：H28年度から）
③設計ミス防止チェックリストによる事前確認

⑥照査技術者の立会（重要構造物、複雑な仮設などの設計業務）

⑦業務完了時、工事後等の設計内容を再確認（→設計ﾐｽ事例集への反映）

⑧簡易な測量付き詳細設計（測量から経年変化がある設計業務）

⑩設計概要資料の作成（A3版3枚程度）

＞受注者にも提供

全ての設計業務を対象（簡易な修正設計は除く）
⑥、⑧は施策が必要となる設計業務のみ
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１－２ 設計成果品の品質確保改善計画の取組



設計成果品の品質確保改善計画
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設計ＶＥの実施
（必要に応じて）

※●特に確認する事項
＊打合せを1回分追加
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設計成果品の品質確保改善計画

設計・施工条件確認会議
（必要に応じて）



 『委託業務の評定結果公表』について
（平成29年度から）
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【公表の概要】
受注者及び技術者の品質向上に対する意欲を高め、もって、技術の向上、成果品の

品質確保、技術者の育成を図ることを目的として、評定点が８０点以上の業務（土木
関係、本庁･事務所発注業務が対象）を公表します。
 公表内容 ①部門※ ②委託業務名 ③路線名等 ④受注者名

⑤全ての担当技術者名（担当技術者名の公表については、本人の了承を得て掲載し
ています。） （※）建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、測量、地質調査、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

【公表の方法】
公表は、

 県全体を、建設企画課ＨＰに事務所単位で掲載するとともに、
 各地方機関関係分は、事務所掲示板への張り出しにより行います。

【公表スケジュール】
前年度に完了した業務を対象に毎年１回＊公表を実施します。＊）令和元年6月26日公表

なお、令和元年度の公表は、平成30年度に完了した業務が対象となります
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２．建設工事の入札契約制度について

２－１．公共工事の企業評価制度と入札制度

２－２．入札参加資格審査

２－３．総合評価落札方式



総合評価
or

価格基準
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２－１．公共工事の企業評価制度と入札制度

①建設業
許可

②経営事項
審査

③発注者ごとの競争
入札参加資格審査

④工事ごとの競争
入札参加資格審査

建設業法所管官庁
（国、都道府県）

発注官庁（国、県、市町村等）

受
付

名
簿
登
載

審
査

公
告

入
札
参
加
申
請

落
札

契
約

入
札
参
加
資
格
の
確
認

入
札

資
格
認
定

◆建設業法27‐23
 公共工事を受注

しようとする建設
業者の経営に関
する客観的事項
について審査す
る役割

※１年に１回

◆建設業法

※建設業の許
可（5年）

◆地方自治法施行令167‐5
 発注官庁が個別に定める一

般競争入札に参加する資格

 総合点数（経営事項評価点数
＋成績評価点数）を付与

 業者を格付け（ABCD）

※２年に１回

◆地方自治法施行令167‐5‐2,6
 個々の工事ごとの入札参加資格を設定

 審査は、個々の工事ごとに定めた入札参加
資格があるかどうかを審査

 愛知県は入札後の事後審査

※個々の工事ごとに設定

受
付

審
査

結
果
通
知

受
付

許
可

らあら落札
基準

⑤入札・落
札者決定
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２－２．入札参加資格審査（令和２・３年度）

成績評価点数 総合点数経営事項評価点数

成
績
評
価
点
数

工事成績評定点数

優良工事表彰点数

地域貢献点数

社会的取組評価点数＊

指名停止等経歴点数

（参考）設計・測量・建設コンサルタント等業務請負業者の総合点数
総合点数＝３×（年間平均実績高点数）＋（自己資本額点数）

＋５×（有資格者数点数）＋（営業年数点数）

＊社会的取組評価点数は以下の６項目
・自動車エコ事業所認定点数
・障害者雇用状況点数
・ﾌｧﾐﾘｰ･ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ企業登録状況点数
・あいちっこ家庭教育応援企業賛同点数
・くるみん認定点数（プラチナくるみん認定含む）
・エコモビリティライフ推進点数
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２－３．総合評価落札方式

 入札・契約（工事ごと）

一般競争入札

指名競争入札

随意契約

入札参加資格
総合評価落札方式

【価格と品質】

価格競争
【価格のみ】

契

約

・総合点数
・施工実績
・地域要件

・５千万円以上
・１～５千万円未満は
５割
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『公共工事の品質確保の促進に関する法律』（品確法）第３条第２項

 公共工事の品質は、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなさ
れることにより、確保されなければならない

『地方自治法施行令』 第１６７条の１０の２第１項及び第３項

 価格その他の条件が最も有利なものをもって申込みをした者を落札者
とすることができる

 価格その他の条件が最も有利なものを決定するための基準（「落札者
決定基準」）を定めなければならない

 総合評価落札方式の根拠法令
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予定価格・技術力による適用区分

技術提案なし
技術提案あり

工事目的物の性能・機能
社会的要請
（広域型）

技術提案あり
簡易な施工計画

 総合評価落札方式の形式と適用区分

※2290百万円以上のWTO対

象工事の総合評価は愛知県
建設局・都市整備局・建築局
総合評価審査委員会特別部
会に諮り、審査



÷
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 評価の方法
品質「技術点」 価格「入札率」

【事例】

予定価格 100,000千円

※標準点：１００点

【入札結果】

A社 B社 備 考

入札価格 98,000 97,300 価格差：７０万円

加算点 25 24 点数差：１点

評価値 1.27551 1.27441

順位 1 2

落札候補者 ○

標準点 ＋ 加算点

標準点 入札予定価格

入札価格
評価値＝

◆事後審査方式：評価値１位の落札候補者のみ事後審査



15

評価項目
標準型

（広域型）
簡易型

（地域型Ⅰ）
特別簡易型

（地域型Ⅰ）
特別簡易型

（地域型Ⅱ）

技術提案 30 5または
10

企業の技術力

施工実績 3 3 3 3

工事成績 5 5 5 5

契約後ＶＥ実績 2 2 2

優良工事表彰 2 2 2 2

中長期的な担い手の確保 1 1 1

建設機械の保有 1 1 1 1

ＩＳＯ９００１ 1 1 1 1

29歳以下正規雇用

長期リースも可

過去10年間

○品確法の主旨を踏まえ、品質確保（企業及び技術者の技術力、企業の
社会性・信頼性）に特化して評価（表は令和元年度の土木関係工事）

 品確法を踏まえた評価



評価項目
標準型

（広域型）
簡易型

（地域型Ⅰ）
特別簡易型

（地域型Ⅰ）
特別簡易型

（地域型Ⅱ）

配置予定

技術者の能力
施工実績 2 1 1

工事成績 5 5 5

資格保有 2

ＣＰＤ実績 2 2 2 2
地域精通度

地域貢献度
地域内の拠点有無 0～2 0～2 0～2 0～2

地域内の施工実績 3 1 1 1

災害協定・活動実績 2 6 6 3

ボランティア活動 2 2 2

雇用実績 1 1
あいち女性輝きカンパニー認証

又は えるぼし認定
0.5

女性の活躍促進宣言 0.5 0.5 0.5

完全週休２日制工事の取組実績 １ １ １ １

ＩＳＯ１４０００ 1 1 1

計 ６０．５～６２．５ ４０．５～４７．５ ３５．５～３７．５ ２４．５～２６．５ 16

広域型

地域型

正規社員の雇用
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 実績

○ 本県では、平成１６年度から総合評価落札方式を試行導入し、平成１７年の品確法施行と国が閣議
決定した基本方針に基づき、落札者決定基準等を改定しながら、拡大に努めてきた。

○ 平成２４年度からは、技術的工夫の余地のない工事や簡易な工事を除き、一般競争入札は原則、
総合評価落札方式を適用することとしており、平成３０年度は契約額で全工事の約６８．９％の適
用率となっている。
（総合評価の導入状況）

●品確法の「基本方針」に基づき総合評価を年々拡大
●平成30年度は全工事の約68.9％で総合評価を適用(契約額ベース)

（百万円）

品確法改正品確法施行

契約額ベース
単位：百万円

H17 R1

品確法改正



○「品質の確保」
⇒総合評価落札方式を適用した工事の工事成績点は他の工事と比べて約２点向上(4年間の平均)

※「品質確保」について一定の成果あり

○「逆転落札」
⇒最低入札価格者以外が落札したケース（いわゆる逆転落札）は約18％(４年間の平均)

●総合評価を適用した工事の成績点は他の工事に比べて２点程度向上
⇒「品質確保」に一定の成果あり
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 総合評価の導入効果
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制度 対象

低入札価格調査制度 調査基準価格 予定価格１億５千万円以上の
全工事

失格判断基準 予定価格１億５千万円以上の
全工事

（WTO対象工事は除く）

最低制限価格制度 最低制限価格 競争入札に付す予定価格１億
５千万円未満の全工事※１

※１総合評価落札方式の適用工事は除く

※令和元年７月1日公告(指名)案件から、工事等に係る低入札価格調査制度の「調査基準価格
」及び最低制限価格制度の「最低制限価格」について、設定の範囲を予定価格の「70%～
90%」から「75%～92%」に引き上げます。
(２) 建設工事に係る低入札価格調査制度の「失格判断基準」について、
・直接工事費の算定率を「75%」から「90%」
・共通仮設費及び現場管理費の算定率を「70%」から「80%」
・機器単体費の算定率を「69%」から「81%」に引き上げます。
(３) 設計・測量・建設コンサルタント等業務のうち、地質調査業務に係る低入札価格調査制
度の「調査基準価格」及び「失格判断基準」並びに最低制限価格制度の「最低制限価格」に
ついて、算定に使用する諸経費等の算入率を「45%」から「48%」に引き上げます。

○総合評価落札方式は全て低入札価格調査制度を採用

 低入札対策



 低入札対策の強化（平成28年4月から）

据置価格を下回る入札については、入札価格にかえて据置価格を代入
して評価値を算出し、評価値が最も高いものと契約する方式。

ただし、据置価格を下回る入札をしたものが低入札価格調査を経て落
札者となった場合は、入札価格が契約金額となる。

価格据置型総合評価落札方式とは

20

低入札価格調査等実施要領に基づく調査の
結果、適切な入札価格であったと認められな
い場合は、落札者（落札候補者）としない。

Ｄ：失格基準価格を下回った入札は、失格

高

入
札
価
格
金
額

低

予定価格

A

B調査基準価格（据置価格）

失格基準価格

低
入
札
価
格
調
査
対
象

C

D失格

価格据置型総合評価落札方式の概要図

Ｃ：入札価格が調査基準価格（据置価格）を下回った
場合、入札価格を調査基準価格（据置価格）として
評価値を算出する。
但し、契約金額は、入札金額となる。
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３．施工段階の取組について

 適切な設計変更

 改正品確法において「必要があると認められたときは適切に設計図書
の変更及びこれに伴い必要となる請負代金又は工期の変更を行うこ
と」と規定されている。

 建設部においては、H28.3に「設計変更ガイドライン」を策定し、設
計図書を変更する必要が生じた場合に、請負代金又は工期の変更など
適切な設計変更となるよう運用している。



完全週休２日制工事の取組内容

平成２８年度より、原則として土曜日及び日曜日を休工とする「完全週休２日制工事」を実施

「設計金額が５千万円以上」の工事を対象（発注者指定型：18件）、工事成績評定で評価

H28の取り組みに加え、受注者希望型を展開 （発注者指定型：20件＋受注者希望型：80件）

対象期間のうち、土、日休
工の週を９０％※以上取得で
きた場合、 工事成績評定で
評価

※土曜日及び日曜日のほか、
休日の休工は、0.5 週間分
として加算（H30～）

左記で評価した場
合、「取組証」を
発行

⇒令和元年度より、
総合評価で評価

平成28年度

平成29年度

□取組証 □経費の補正□工事成績

取組証の発行、経費の補正（発注者指定型：24件＋受注者希望型：84件）平成30年度

対象期間：契約締結日の翌日から工事完了日までとする。ただし、準備・片づけ期間、夏季・年末年始休暇、
工場製作のみの期間、工事事故等による不稼働期間等は対象期間から除く。

週休２日（対象期間全日数に対す
る休工の割合が４週６休～４週８
休）を実施した工事において各経
費を補正

・労務費 ：1.01～1.05
・機械経費(賃料)：1.01～1.04
・共通仮設費率 ：1.01～1.04
・現場管理費率 ：1.02～1.05

令和元年度 完全週休２日の取組実績を総合評価で評価（発注者指定型：31件＋受注者希望型）

 施工現場における労働環境の改善
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【目的】

若手や女性技術者など担い手確保の取り組みとして現場の環境改善を実施する。

○平成２８年度

「発注者指定」：設計金額１億円以上の工事から抽出

○平成２９年度から

「発注者指定」：設計金額１億５千万円以上の全ての工事を対象

「男女別快適トイレ」は必須 ＋ 以下から２つを選択

• 「現場事務所の快適化（女子更衣室設置含む）｣

• 「労働宿舎の快適化」

• 「デザインボックス（交通誘導警備員待機室）」

• 「現場休憩所の快適化」

• 「健康関連設備及び厚生施設の充実等」

誰もが働きやすい現場環境整備工事について
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 施工現場における労働環境の改善



・実施要領については、建設企画課ＨＰにおいて、掲載し、公表。

【掲載ページのＵＲＬ】

○平成２９年度から

※「受注者申出」：快適トイレは
設置可能な現場全てで対応
（費用を計上、

H30年度は４８件実施）

快適トイレ設置について

http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kensetsu-kikaku/kensetsuroudoukankyoukaizen.html 
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標準仕様：
洋式便座・水洗機能・臭い逆流防止・施錠機能・照明・衣類掛けフック等

備える付属品：
入口の目隠・鏡付き洗面台・サニタニーボックス等

 施工現場における労働環境の改善



ＩＣＴ活用工事について

■今までの取組状況（昨年度まで）

■令和元年度からの取組

①「発注者指定型」の規模要件を引き下げ

・ ＩＣＴ土工において、掘削又は盛土のいずれか（小計）が5,000㎥以上の工事を対象

・設計金額を5千万円以上の工事を対象

②バックホウ浚渫船による河川浚渫が、ICT活用工事の対象工種に追加

③「現場支援型モデル事業(国交省)」によるICT未経験業者への支援→対象工事を特記仕様書に

て明示

○以下の工事で「発注者指定型」による情報化施工の取組みを開始
・「河川、道路土工において掘削及び盛土の総計が10,000m3以上」かつ「設計金額が8千万円以上」の工事
・「舗装工事において、車道路盤工Ａ＝5,000m2以上」かつ「設計金額が8千万円以上」の工事

○「ＩＣＴ建設機械による施工」のほか、「3D起工測量」から「3D検査・納品」まで、全ての段階を、
ＩＣＴ活用工事の対象項目に拡大

○「受注者希望型」を新たに追加

・実施項目は選択可能
（TS出来形管理のみ実施することも可能）

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度

実施件数 ４件 ２件 １０件

平成28年度

平成30年度

 施工現場における労働環境の改善
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○平成２８年度： 鉄筋の機械式定着工法を原則導入

○平成２９年度：・機械式鉄筋継手工法の適用基準を定める

・一般的な鉄筋コンクリート構造物のスランプの標準値を

８ｃｍから１２ｃｍに変更

コンクリート工の生産性向上を図るため、プレキャスト製品による部材規格の

標準化など、各種施策の導入について検討

「i-Construction」規格の標準化について
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今までの取組

【機械式定着工法】 【機械式鉄筋継手工法】

今後の取組

 施工現場における労働環境の改善
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４．成績評定、優良工事表彰について

４－１．成績評定

 評定方法 契約金額 ２５０万円以上

 評定区分
考査項目

１．施工体制

２．施工状況

３．出来形及び出来ばえ

４．工事特性

５．創意工夫

６．社会性等

７．法令遵守等
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４－２．優良工事表彰

◆選考の基本
卓越した技術と献身的な努力で優れた工事
成績を収めた業者

◆選考条件
（１）工事の内容並びに成績評定結果が優れていること
（２）経営が健全でかつ社会的評価が優れていること

◆受賞工事数
・土木工事・・・・対象工事件数のおおむね２％
・建築工事・・・・対象工事件数のおおむね５％

※ 対象工事：前年度に完成し、かつ請負金額が５００万円以上のもの



 総合評価落札方式での評価

○ 企業の技術力（地域型Ⅰ・Ⅱ、土木の例）

・工事成績 （イ.過去３年間の各年度最上位成績の平均点）

または （ロ.前年度の７５点以上の件数）

原則としてイを適用。一般土木及び舗装はイ又はロのいずれか大きい方を適用。

・優良工事表彰の有無 （過去１０年）

○ 配置予定技術者の能力（地域型Ⅰ、土木の例）

・工事成績 （過去５年間の最上位成績点）
主任又は監理技術者及び現場代理人の実績

平均点 83点以上 83＞点≧81 81＞点≧79 79＞点≧77 77＞点≧75 左記以外

配点 ５ ４ ３ ２ １ ０

件数 ５件以上 ４ ３ ２ １ 左記以外

配点 ５ ４ ３ ２ １ ０

件数 ２件以上 １ 実績なし

配点 ２ １ ０

平均点 83点以上 83＞点≧81 81＞点≧79 79＞点≧77 77＞点≧75 左記以外

配点 ５ ４ ３ ２ １ ０

４－３．工事成績評定点の使われ方
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５．その他
５－１．品質確保に関する協議会について
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５－１．品質確保に関する協議会について
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５－１．品質確保に関する協議会について



５－２．愛知県リサイクル資材評価制度
「あいくる」 について

Aichi + Recycle 2002年運⽤開始 今年で18年⽬！

prefecture materials 公共工事でリサイクル資材を活用する。

☆ これまでに利用した再生資源の量

（2002～2018年度）

約６８０万トン

※ナゴヤドーム２．３個分に相当
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評価基準（品質性能、環境に対する
安全性、再生資源含有率）を公表

公共工事での
率先利用

基準に適合する資材を
「あいくる材」として認定

【制度の仕組み】
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「あいくる」の特徴

①建設資材に限定し、愛知県等が発注する公共工事での利用を前提と

した評価・認定制度で、利用方針を明確にしていること。

・あいくるは、愛知県が発注する公共工事で良質なリサイクル資材を積極的に利用することを前提に

構築された制度であり、基準に合致したものとして認定された製品は「あいくる材率先利用方針」に

より率先利用しています。（他県でもリサイクル資材の認定制度はあるが、日用品等を含む広範な製

品を対象にするものが多い。）（リサイクル材認定制度は40都道府県が所有）

②建設工事を実際に発注する建設部局が所管していること。

・現場からの要望の反映や、工事標準仕様書との連動などがスムーズに行えるというメリットがあり

ます。（他県では、環境部局が所管しているところが多い。）

③あいくる材の製造者を愛知県内に限定していないこと。

・多くの製造者が参加可能となり、認定資材数は全国最多。選択できる資材の幅が広がり、リサイク

ル資材が利用しやすくなっています。（他県では、県内の製造者に限定しているところが多い。）



アスファルト殻

 「あいくる」で使われる再生資源 例（１）

廃かわら
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コンクリート殻

再生アスファルト 再生路盤材 ブロック舗装材



一般廃棄物溶融スラグ

 「あいくる」で使われる再生資源 例（２）

刈草・剪定木
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高炉スラグ（水砕）

プレキャストコンクリート製品 堆肥・植栽基盤材
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ご清聴ありがとうございました


